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研究成果の概要（和文）：本研究はアフリカにおいて難民の帰還に関する政策を包括的に検討し、持続可能な帰
還の方策を提起することである。恒久的解決策（庇護国定住、第三国定住、帰還）の中で、帰還は最も望ましい
解決策であると言われてきた。世界で最も多く、公的に難民の帰還が実施されてきたアフリカ諸国の事例から帰
還事業や帰還後の元難民の実態を検討してきた。
 これまでの調査から非自発的な帰還では、元難民は国内避難民または新たな越境移動を行うことが多く、帰還
は難民問題の解決策ではなく、新たな難民問題を生み出す可能性が高いことが明らかになっている。帰還が成果
を収めるには難民出身国が難民を生み出す根本的要因に対処する必要がある。

研究成果の概要（英文）：The main purpose of this research is to consider the current problems of 
refugee repatriation in Africa. It is often argued repatriation of refugees is the most adequate 
durable solutions for refugee. However, it becomes much clear that refugee repatriations do not 
alwasy provide a positve outcome. If stakeholders do not deal with the foundamental problems which 
stimulate refugee flows in a country of origion, refugee repatraion will distube stabiity and 
security,  lead to confrontation or/and conflict among returned refugees and local people and 
evetually enhance new displacmenent and refugees. 

研究分野：地域研究、国際関係論、難民・強制移動研究

キーワード： 難民　アフリカ　帰還　再移動　国際難民レジーム　ノン・ルフ―ルマン原則

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　アフリカの難民問題に関する学際的な研究は増えているが、これらの研究の主流は、難民保護を法的または政
治学的に分析したものや、難民の社会的統合や生計戦略などを経済学、人類学、社会学などの観点から分析した
研究である。本研究では、従来あまり注目されていなかった難民の帰還を研究の中心に据え、その実態を明らか
にすることで、国際難民レジームの動態的変化、現在の難民保護制度の問題、帰還後の元難民がもたらす新たな
社会、政治、経済的問題を明らかにしている点に学術的・社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
   国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）の報告によると 2017年末の時点で世界には 2540  
万人の難民、310万人の庇護申請者がいた。これらの難民・庇護申請者の約 85％はグローバ 
ル・サウスとよばれる開発途上国におり、アフリカには世界の難民の約 30％が居住してい
る。アフリカでは多くの国は比較的寛大に難民を受け入れていたが、1990 年代以降、自ら
が批准もしくは加入している国際難民条約に違反し、難民の諸権利を否定する抑圧的な難
民政策を実施する国が増加した。特に国境管理を強化し、庇護希望者の越境を阻止したり、
強制的に 難民を送還する、ノン・ルフ―ルマン原則に違反もしくは回避するケースが頻発
している。アフリカでは多くの植民地が独立を達成した 1960年代から難民の帰還は実施さ
れていた。さらに 1990年代以降、難民出身国の治安や人権状況が改善していない状態であ
るにもかかわらず、UNHCRやドナー諸国が難民の帰還を推進する傾向が顕著になった。難
民出身国の中には、国家の再建や政府の正統性を国内外へアピールしたり、復興支援や難民
の帰還に対するドナーからの支援を獲得する目的で、帰還を強制的に行う国もある。難民の
帰還は、難民自身が自らの意思で自主的に帰還する自主帰還と、UNHCR、難民受入国、難
民出身国が協定を結び、公的な支援にもとづく帰還プログラムが実施される公的帰還があ
る。公的な帰還に関する統計を見た場合、アフリカは、一時期を除き、世界で最も難民の帰
還が公的に実施される地域になっている。UNHCR が掲げる難民問題の恒久的解決策には
庇護国定住、第三国定住、帰還という 3つの方策があるが、 帰還は最も望ましい方策と難
民受入国や難民支援に関与する諸アクターからみなされてきた。だが、難民の帰還は難民問
題の果たして最も望ましい恒久的解決策なのであろうか。 
アフリカにおける難民問題に関する研究は、①難民の定義や保護などに関する法学的研
究、②難民を生み出す要因や難民政策に関する研究、③難民に対する援助や支援に関する研
究が主流であった。また近年では、難民を主体とした④難民の庇護国での生活戦略や難民を
取り巻く社会的ネットワークの分析も行われている。これらの研究のほとんどは、難民問題
の恒久的解決策の中で庇護国定住又は第三国定住を対象としたものであり、難民の帰還に
関して取り組んだ研究はさほど多くない。これまでの先行研究や様々な団体が行った帰還
の追跡調査では、難民の帰還が出身国での社会統合や生活の改善に寄与しているといった
肯定的な見解が提示されている事例とともに、公的な帰還事業が難民の基本的人権やノン・
ルフ―ルマン原則を脅かしたり、紛争や地域対立を生み出し、新たな難民を送出する直接ま
たは間接的な要因なることが指摘されている。他の恒久的解決の方策と比較して、難民の帰
還政策や帰還後の元難民の実態に関する研究はあまり多くないことから、帰還に関する研
究がさらに進められていることが学術的にも、実務レベルでも必要であった。 
 
２．研究の目的 
 先に述べたように、全ての難民の帰還が問題を孕んでいるわけではないが、過去の多様な
実践から難民の帰還が難民問題の恒久的解決にならず、帰還難民受入国や受入地域で新た
な紛争や対立の一因になったり、新たな難民や国内避難民が流出する原因となることが明
らかになっている。 
 本研究では、アフリカにおいて実施されてきた難民の帰還とそれに伴い派生する諸問題
を明らかにし、実際にどのような場合は帰還が一定の成果をもたらし、どのような場合に難
民問題の恒久的解決と結びつかないのかを考察する。その上で、難民の帰還を行う際に必要
である諸条件と政策を包括的に検討し、持続性を有する難民の帰還モデルを提起すること
を最終的な目標とする。 
具体的に本研究は以下の３点に留意している。第１は、これまであまり調査がなされてこ
なかった帰還後の元難民や帰還民受入社会の状況を解明することにある。第２に、アフリカ
諸国の帰還民の状況や実態を比較し、帰還のパターン、帰還政策、帰還民の再統合の実態を
分類することで、帰還の特徴と問題点を類型化することである。第３に、これまであまり重
視されてこなかった難民の帰還に伴うリスクや課題を提示し、紛争解決・平和構築と帰還を
関連付ける。 
 
３．研究の方法 
 本研究では主にサハラ以南のアフリカを対象とし、フィールド調査、参与観察にもとづく
質的分析を研究手法として用いる。研究対象国を選定する際、本研究では大量の難民を送出
し、難民の帰還が行われた難民出身国で、①統治機能に脆弱で、治安・安全保障に問題があ
る国、又は②一定の統治機能を有する政府が存在するが、権威主義体制で人権保護等に問題
がある国を候補とした。実際の調査対象となったのは、、エチオピア、エリトリア、ソマリア、
モザンビーク、ルワンダ、アンゴラ、コートジボワール、リベリア、シエラレオネ、南スー
ダンである。ソマリアを除き、上記の国で帰還民と帰還に関わる主要なステークホルダーに
対して聞き取り調査を実施した。強制的な帰還が問題となっているソマリア難民の調査は



現地の治安が悪く、調査を行うことが不可能であるため、ソマリアへ帰還したものの、その
後、再移動したソマリア難民が多く居住するケニアとウガンダを中心に調査を行った。南ス 
ーダンの場合も現地調査が難しかったことから、南スーダン難民が多いウガンダ等で調査を
実施した。 
 
 
４．研究成果 
 本研究は理論と事例の両面から研究することで、帰還に関して最も適切な方策を検討す
ることである。当初想定していたよりも、難民の移動形態は多岐におよんでおり、理論化、
モデル化することが容易でないことが明らかになった。そのため、現地調査や文献調査から
得られた知見をもとに、アフリカにおける難民の帰還において共通する点や今後の課題を
記すことにしたい。 
（１）難民の移動と帰還の形態 
  公的な帰還が実施される場合、帰還を選択せず、残留することを選ぶ難民がいる。帰還
をするか、否かは、難民自身のみならず、難民の家族や社会的ネットワーク、庇護国での生
活と帰還後の生活環境や就労・教育の可能性などから複合的に判断されている。特に庇護国
と出身国の経済状況や教育環境に差異がある場合、難民が残留を選択する可能性が高くな
る。また、リスクの軽減や生存戦略の一環として、世帯の一部の成員は公的支援プログラム
のもとで帰還し、一部の成員は庇護国の残留することを選択するケースが多い。 
 
（２）難民に対する帰還政策・帰還事業とその成果 
これまで実施されてきた難民の帰還に関する計画および帰還事業は、UNHCR、難民受入国、
難民出身国の三者間協定の締結の下で実施されることが多い。３者が中心となり帰還事業が立
案される段階で難民自身の意見やニーズが反映されることはほぼ皆無である。 
帰還事業の問題点と成果に関する評価の事例によって異なるが、帰還事業が実施される
際に共通して派生する最大の問題は主に２点ある。第１は、難民出身国において難民が流出
した根本的な要因となる問題（人権侵害や統治体制の脆弱性、武力紛争や「テロ」等の安全
保障上の問題）が解決されないまま帰還事業が開始され、帰還する難民の受入体制が十分に
整備されていないことである。第２は、難民のニーズや要望が軽視され、難民受入国やドナ
ーの意向が重視され、帰還事業が推進されていることである。1951 年難民条約、1969 年 OAU
難民条約、UNHCR ガイドラインではノン・ルフールマン原則が明記され、難民の帰還はあく
までも難民の合意に基づく自発的帰還が行われるべきであるとされているが、実際には
様々な非自発的な帰還が実施されている。1990 年代半ばに論議をよんだザイール（現：コ
ンゴ民主共和国）やタンザニアからのルワンダ難民に対する強制的な帰還のような暴力的
手段を行使した帰還は減少したものの、難民キャンプの閉鎖、食糧援助等の難民に対する支
援の縮小（または停止）、難民受入国における恣意的な逮捕・拘禁、金銭供与などにより物
理的・精神的圧力をかけて難民に帰還を合意させるケースが多発している。 
 
（３）帰還民の移動と再統合 
 個々の難民が帰還を決意する理由は異なるが、多くの難民は多様な選択肢の中から、物理
的・精神的圧力がなく帰還したわけではない。また難民出身国の多くは、帰還民を受け入れ
る環境が十分に整備されていない。特に問題となるのが、土地問題、生活インフラの不備、
住居や就労へのアクセス、教育問題などである。またソマリアや南スーダンのように紛争が
継続し、治安が不安定なケースもある。とりわけ深刻な問題の一つは、帰還民の社会再統合
である。 
従来の難民・強制移動研究では、帰還後の元難民の実態はあまり注目されていなかった。
それは、難民の帰還は出身国へ戻ることから容易に母国の社会へ適合し、再統合できると想
定されていたからである。本研究から、紛争の長期化で荒廃し、統治機能が欠如している地
へ戻る帰還民たちが直面する問題は極めて深刻であることが明らかになった。難民の庇護
国での生活は長期化しており、過去の人的、社会的ネットワークは崩壊し、経済的基盤も失
われており、土地問題、就労問題や教育、医療・保健等様々な問題に直面し、新たな生活を
再建しなければならない。とりわけ難民の二世、三世にとっては帰還することは「故郷」に
戻ることではなく、新たな土地への移動を意味し、社会統合は容易ではないことが判明した。 

 
（４）帰還民と受入社会の関係 
本研究で行った現地調査は、帰還民受入地域の住民と帰還民との関係が緊張・対立関係を
孕んでいることを示している。むろんアンゴラの事例のように、首長の優れた政治力とイニ
シアティブによって帰還民の定着と社会関係の再構築が進展しているケースもある。しか
しソマリア、ルワンダ、リベリア、エチオピアなどのように、多くの場合、土地や水などの
資源のアクセス、就労、住居や開発援助へのアクセスなどをめぐり帰還民と地域住民は対立
することが多い。また移動前に住んでいた地域やコミュニティへ戻ることができないため、国
内避難民となる場合が多く、都市に居住する帰還民が増加している。 
 



（５） 帰還した元難民の再移動  
上記が示しているように、大半の帰還民にとって帰還した出身国は安心して暮らせる環
境ではないことから、多くの元難民は、二次、第三次移動を繰り返す傾向がみられる。例え
ばケニアでは、ソマリアへ帰還したものの、ソマリアの治安や統治機能が脆弱であるうえに、
深刻な干ばつが発生したことで、再びケニアへ戻ってきた人々が少なくない。しかし公的支
援によって帰還した元難民は、再びケニアで難民として認定されないため、公的な支援を得
ることができず極めて脆弱な立場に置かれている。また、南スーダンへ帰還した元難民も国
内の治安が不安定であり、仕事を得る機会が限られていることからウガンダやケニアなど
の元難民受入国へ戻り、非合法的に滞在し、就労しているケースもある。 
これらの点から、最も望ましい難民問題の恒久的解決策といわれてきた難民の帰還には
様々な問題があり、実際には難民の権利や生存戦略を阻害し、難民問題の解決を阻むだけで
なく、新たな難民問題を生み出していることがわかった。三者間協定にもとづく難民の公的
帰還事業では多大な人的・物的資源が投入されているが、それらのコストに見あうベネフィ
ットは得られていないのが現状である。これまでに実施されてきたすべての難民の帰還事
業が成果を収めていないわけではないが、帰還を前提とする難民問題の解決策は是正すべ
きである。帰還事業を実施する場合、難民受入国の実態と難民の意思やニーズを把握したう
えで、難民の帰還政策は再検討されるべきであろう。 
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